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【声明】

「衆議院選挙制度に関する調査会」の設置・始動を批判し、公正かつ抜本的な議論を求める
１．衆議院選挙制度改革について、衆院議院運営委員会は、２０１４年６月１９日、衆議院議長の下に有識者による第三者機関である「衆議院選挙制度に関する調査会」（以下「調査会」）を設置し、①現行制度を含めた選挙制度の評価（長短所、理想論と実現性）、②各党の総選挙公約にある衆議院議員定数削減の処理、③一票の格差を是正する方途、④現行憲法の下での衆議院選挙制度のあり方の問題点を諮問することを決定し、７月２９日には調査会の委員が決定され、９月１１日に第１回会議が開催された。

２．選挙は主権者たる国民が政治に参加する最も重要な機会であり、選挙制度については「法律でこれを定める」（憲法４４条、４７条）とされている。そして、国会は、「全国民を代表する選挙された議員」（憲法４３条）で構成され、「国権の最高機関であって唯一の立法機関」（憲法４１条）である以上、国民主権の根幹にかかわる選挙制度の問題は、国会が自らの責任と判断で定めることが憲法によって要求されていると言うべきであり、国会と国会議員自らが審議・検討を尽くし、立法機関としての責任を果たさなければならない。
  それにもかかわらず、選挙制度についての判断を調査会に委ねることは、国会の責任放棄と言わざるを得ず、かつ上記のような国会の地位や権能との抵触が避けられない。しかも、選挙制度に関する重要事項等について調査審議することを目的として内閣府に選挙制度審議会が設置されていることに鑑みれば、選挙制度についての判断を調査会に委ねることは、現行制度を大きく逸脱する問題をもはらむものである。

３．昨年６月２５日には、選挙制度に関する与野党実務者協議において、衆議院議員の選挙制度については、より良い選挙制度を構築する観点から、現行並立制の功罪を広く評価・検証し、定数削減の問題、一票の投票価値の問題等を含めて抜本的な見直しについて速やかに各党間の協議を行い、結論を得るとの確認がなされている。この確認が実行されずに現在に至っているが、これら全党での確認事項に基づき、速やかに国会自らがあるべき選挙制度について公正かつ抜本的な議論を行うべきである。

４．調査会を設置して議論を行うとしても、選挙制度が国民主権の根幹にかかわる問題である以上、国民の意思を公正に反映する観点から有識者の人選は公正になされなければならない。ところが、７月２９日に決定された委員には、小選挙区比例代表並立制を答申した第８次選挙制度審議会に委員として参加した佐々木毅元東京大学総長が起用され、座長に「選任」された。人選の公正さが疑われるところである。調査会の議論の公正さを確保する観点から、少なくともその議論は国民に公開されるべきであり、議事録が公開されるべきである。

また、選定された委員は、集団的自衛権の行使容認が国民の多数の反対を無視して議会の多数派によって強行されようとするなどの民意とかけ離れた政治を是正し、国民の声が公正に反映される議会を生み出すことに責任を負っている。２０１２年１２月に行われた総選挙結果を見ても、第１党は４割台の得票で８割の議席を独占する不公平さであり、その根源は小選挙区制にあることは最早誰も疑う者はいない。同時に小選挙区制は膨大な〝死票〟をうむことも明らかになっている。また、日本の国会議員数は各国の人口比に照らしても少ない水準にとどまっているのであって、「身を切る」などと称して、消費税の大増税などの悪政を国民に押し付ける言い訳にする定数や比例定数の削減は、結局国政から民意を遮断する以外のなにものでもない。そうである以上、調査会は、小選挙区制と定数削減を前提として議論することは許されず、前記の昨年６月２５日の全党合意にのっとり、現行並立制の功罪を広く評価・検証して、民意を反映する選挙制度に向けた抜本的な議論を行わなければならないのである。

５．私たち１１団体は、民意が届く選挙制度の実現を求めて結集した団体である。

民意を反映しない小選挙区制は直ちに廃止すべきであり、世界的に見ても少ない国会議員を減らして国民とのパイプを細めることは許されない。

私たちはこうした立場から、国会の責任を放棄する調査会の設置を批判し、公正かつ抜本的な議論と民意が届く選挙制度の実現を求め、調査会の議論を注視し、引き続き全力を挙げてたたかうものである。
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